
JP 2018-512619 A 2018.5.17

10

(57)【要約】
　ユーザによって話された発話に応答して電子デバイス
を制御するための方法が開示される。方法は、音センサ
によって入力音を受信するステップを含んでもよい。方
法はまた、入力音中にユーザによって話された発話を検
出し、入力音中の発話の検出に応答して、発話の第1の
周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の
特性を決定し、第1および第2の特性に基づいて、ユーザ
によって話された発話の発信方向が電子デバイスに向け
たものであるかどうかを決定してもよい。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユーザによって話された発話に応答して電子デバイスを制御するための方法であって、
　音センサによって入力音を受信するステップと、
　前記入力音中に前記ユーザによって話された前記発話を検出するステップと、
　前記入力音中の前記発話の検出に応答して、前記発話の第1の周波数範囲の第1の特性お
よび第2の周波数範囲の第2の特性を決定するステップと、
　前記第1および第2の特性に基づいて、前記ユーザによって話された前記発話の発信方向
が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するステップと
を含む、方法。
【請求項２】
　前記第1の周波数範囲が前記第2の周波数範囲よりも高い、請求項1に記載の方法。
【請求項３】
　前記第1および第2の周波数範囲が、少なくとも1つの周波数を含む、請求項1に記載の方
法。
【請求項４】
　前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるとの決定に応答して、
前記発話中の音声コマンドを認識するステップと、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行するステップと
をさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項５】
　前記発話の第1の周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の特性を決定する
ステップが、
　前記第1の周波数範囲の第1のエネルギー値を前記第1の特性として決定するステップと
、
　前記第2の周波数範囲の第2のエネルギー値を前記第2の特性として決定するステップと
を含む、請求項1に記載の方法。
【請求項６】
　前記発話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するステッ
プが、
　前記第1のエネルギー値と前記第2のエネルギー値の比率を決定するステップと、
　前記比率に基づいて、前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものである
と決定するステップと
を含む、請求項5に記載の方法。
【請求項７】
　前記比率が、前記入力音の信号強度とは無関係である、請求項6に記載の方法。
【請求項８】
　外部デバイスから前記発話の話された方向の表示を受信するステップ
をさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項９】
　前記第1および第2の特性ならびに前記外部デバイスからの前記表示に基づいて、前記発
話のターゲットが前記電子デバイスであるか、それとも前記外部デバイスであるかを決定
するステップと、
　前記発話の前記ターゲットが前記電子デバイスであるとの決定に応答して、前記発話中
の音声コマンドを認識するステップと、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行するステップと
をさらに含む、請求項8に記載の方法。
【請求項１０】
　電子デバイスであって、
　入力音を受信するように構成された音センサと、
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　前記入力音中にユーザによって話された発話を検出するように構成された発話検出器と
、
　前記入力音中の前記発話の検出に応答して、前記発話の第1の周波数範囲の第1の特性お
よび第2の周波数範囲の第2の特性を決定するように構成された周波数分析ユニットと、
　前記第1および第2の特性に基づいて、前記ユーザによって話された前記発話の発信方向
が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するように構成された発話方向決
定ユニットと
を備える、電子デバイス。
【請求項１１】
　前記第1の周波数範囲が前記第2の周波数範囲よりも高い、請求項10に記載の電子デバイ
ス。
【請求項１２】
　前記第1および第2の周波数範囲が、少なくとも1つの周波数を含む、請求項10に記載の
電子デバイス。
【請求項１３】
　前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるとの決定に応答して、
前記発話中の音声コマンドを認識するように構成された発話認識ユニット
をさらに備え、
　前記電子デバイスが、前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行する
請求項10に記載の電子デバイス。
【請求項１４】
　前記周波数分析ユニットが、
　前記第1の周波数範囲の第1のエネルギー値を前記第1の特性として決定することと、
　前記第2の周波数範囲の第2のエネルギー値を前記第2の特性として決定することと
を行うように構成される、請求項10に記載の電子デバイス。
【請求項１５】
　前記発話方向決定ユニットが、
　前記第1のエネルギー値と前記第2のエネルギー値の比率を決定することと、
　前記比率に基づいて、前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものである
と決定することと
を行うように構成される、請求項14に記載の電子デバイス。
【請求項１６】
　前記比率が、前記入力音の信号強度とは無関係である、請求項15に記載の電子デバイス
。
【請求項１７】
　外部デバイスから前記発話の話された方向の表示を受信するように構成された通信ユニ
ット
をさらに備える、請求項10に記載の電子デバイス。
【請求項１８】
　前記発話方向決定ユニットが、
　前記第1および第2の特性ならびに前記外部デバイスからの前記表示に基づいて、前記発
話のターゲットが前記電子デバイスであるか、それとも前記外部デバイスであるかを決定
する
ように構成され、
　前記電子デバイスが、
　前記発話の前記ターゲットが前記電子デバイスであるとの決定に応答して、前記発話中
の音声コマンドを認識するように構成された発話認識ユニット
をさらに備え、
　前記電子デバイスが、前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行する
請求項17に記載の電子デバイス。
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【請求項１９】
　電子デバイスであって、
　入力音を受信するための手段と、
　前記入力音中にユーザによって話された発話を検出するための手段と、
　前記入力音中の前記発話の検出に応答して、前記発話の第1の周波数範囲の第1の特性お
よび第2の周波数範囲の第2の特性を決定するための手段と、
　前記第1および第2の特性に基づいて、前記ユーザによって話された前記発話の発信方向
が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するための手段と
を備える、電子デバイス。
【請求項２０】
　前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるとの決定に応答して、
前記発話中の音声コマンドを認識するための手段と、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行するための手段と
をさらに備える、請求項19に記載の電子デバイス。
【請求項２１】
　前記発話の第1の周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の特性を決定する
ための前記手段が、
　前記第1の周波数範囲の第1のエネルギー値を前記第1の特性として決定することと、
　前記第2の周波数範囲の第2のエネルギー値を前記第2の特性として決定することと
を行うように構成される、請求項19に記載の電子デバイス。
【請求項２２】
　前記ユーザによって話された前記発話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであ
るかどうかを決定するための前記手段が、
　前記第1のエネルギー値と前記第2のエネルギー値の比率を決定することと、
　前記比率に基づいて、前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものである
と決定することと
を行うように構成される、請求項21に記載の電子デバイス。
【請求項２３】
　外部デバイスから前記発話の話された方向の表示を受信するための手段
をさらに備える、請求項19に記載の電子デバイス。
【請求項２４】
　前記ユーザによって話された前記発話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであ
るかどうかを決定するための前記手段が、
　前記第1および第2の特性ならびに前記外部デバイスからの前記表示に基づいて、前記発
話のターゲットが前記電子デバイスであるか、それとも前記外部デバイスであるかを決定
するように構成され、
　前記電子デバイスが、
　前記発話の前記ターゲットが前記電子デバイスであるとの決定に応答して、前記発話中
の音声コマンドを認識するための手段と、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行するための手段と
をさらに備える、請求項23に記載の電子デバイス。
【請求項２５】
　電子デバイスの少なくとも1つのプロセッサに、
　音センサによって入力音を受信する動作と、
　前記入力音中にユーザによって話された発話を検出する動作と、
　前記入力音中の前記発話の検出に応答して、前記発話の第1の周波数範囲の第1の特性お
よび第2の周波数範囲の第2の特性を決定する動作と、
　前記第1および第2の特性に基づいて、前記ユーザによって話された前記発話の発信方向
が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定する動作と
を実行させる命令を含む、コンピュータ可読記憶媒体。
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【請求項２６】
　前記電子デバイスの前記少なくとも1つのプロセッサに、
　前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるとの決定に応答して、
前記発話中の音声コマンドを認識する動作と、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行する動作と
を実行させる命令をさらに含む、請求項25に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項２７】
　前記発話の第1の周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の特性を決定する
ことが、
　前記第1の周波数範囲の第1のエネルギー値を前記第1の特性として決定することと、
　前記第2の周波数範囲の第2のエネルギー値を前記第2の特性として決定することと
を含む、請求項25に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項２８】
　前記発話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定することが
、
　前記第1のエネルギー値と前記第2のエネルギー値の比率を決定することと、
　前記比率に基づいて、前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものである
と決定することと
を含む、請求項27に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項２９】
　前記電子デバイスの前記少なくとも1つのプロセッサに、
　外部デバイスから前記発話の話された方向の表示を受信する動作
を実行させる命令をさらに含む、請求項25に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項３０】
　前記電子デバイスの前記少なくとも1つのプロセッサに、
　前記第1および第2の特性ならびに前記外部デバイスからの前記表示に基づいて、前記発
話のターゲットが前記電子デバイスであるか、それとも前記外部デバイスであるかを決定
する動作と、
　前記発話の前記ターゲットが前記電子デバイスであるとの決定に応答して、前記発話中
の音声コマンドを認識する動作と、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行する動作と
を実行させる命令をさらに含む、請求項29に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
優先権の主張
　本出願は、その内容全体が参照により組み込まれる、「CONTROLLING ELECTRONIC DEVIC
E BASED ON DIRECTION OF SPEECH」という名称の2015年3月27日に出願された米国出願第1
4/671,858号の優先権を主張する。
【０００２】
　本開示は、一般に、電子デバイスを制御することに関し、より詳細には、音声コマンド
に応答して電子デバイスを制御することに関する。
【背景技術】
【０００３】
　最近では、スマートフォン、タブレットコンピュータ、スマートTVなどの電子デバイス
の使用が普及してきた。これらのデバイスは、しばしば、ワイヤレスまたはワイヤードネ
ットワークを介して音声および/またはデータ通信機能を提供する。加えて、そのような
デバイスは、音処理、画像またはビデオ処理、ナビゲーション、音楽ファイルまたはマル
チメディアファイルの再生など、ユーザの利便性を向上させる様々な機能を提供する場合
がある。
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【０００４】
　そのような機能の中に、従来の電子デバイスはしばしば、発話認識(speech recognitio
n)機能を備えている。そのような電子デバイスは、ユーザからの音声コマンドの受信およ
び認識に応答して機能を実行する場合がある。たとえば、発話認識機能を備えた電子デバ
イスは、ユーザからの音声コマンドに応答してアプリケーションを起動する、オーディオ
ファイルを再生する、または写真を撮る場合がある。
【０００５】
　電子デバイスの普及により、ユーザはしばしば、互いに近くに位置している、発話認識
機能を備えた複数の電子デバイスにアクセスできる。たとえば、ユーザは、ユーザのスマ
ートフォン、タブレットコンピュータ、およびスマートTVがあるリビングルームにいる場
合がある。そのような場合において、ユーザが、意図したターゲットとしてスマートフォ
ンに向かって音声コマンドを話す場合、タブレットコンピュータおよびスマートTV、なら
びにスマートフォンは、音声コマンドを受信し、これに応答することがある。したがって
、そのような電子デバイスは、音声コマンドに応答することに関して、それらが音声コマ
ンドの意図したターゲットであるかどうかを正確に決定することができないことがある。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本開示は、ユーザによって話された発話に応答して電子デバイスを制御するための方法
および装置を提供する。
【０００７】
　本開示の一態様によれば、ユーザによって話された発話に応答して電子デバイスを制御
するための方法が開示される。方法は、音センサによって入力音を受信するステップを含
んでもよい。方法はまた、入力音中にユーザによって話された発話を検出し、入力音中の
発話の検出に応答して、発話の第1の周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2
の特性を決定し、第1および第2の特性に基づいて、ユーザによって話された発話の発信方
向(direction of departure)が電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定してもよ
い。本開示はまた、この方法に関係するデバイスについて述べる。
【０００８】
　本開示の別の態様によれば、電子デバイスが、音センサと、発話検出器と、周波数分析
ユニットと、発話方向決定ユニットとを含んでもよい。音センサは、入力音を受信するよ
うに構成されてもよい。さらに、発話検出器は、入力音中にユーザによって話された発話
を検出するように構成されてもよい。加えて、周波数分析ユニットは、入力音中の発話の
検出に応答して、発話の第1の周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の特性
を決定するように構成されてもよく、発話方向決定ユニットは、第1および第2の特性に基
づいて、ユーザによって話された発話の発信方向が電子デバイスに向けたものであるかど
うかを決定するように構成されてもよい。
【０００９】
　本開示の実施形態は、以下の詳細な説明を参照しながら、添付の図面とともに読むこと
で理解されよう。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本開示の一実施形態による、ユーザによって話された発話を検出し、発話の発信
方向に基づいて機能を実行するように構成された電子デバイスを示す図である。
【図２】本開示の一実施形態による、ユーザによって話され、電子デバイスの音センサに
よって受信される音声コマンドの発信方向を示す図である。
【図３】本開示の一実施形態による、発信方向のユーザによって話され、電子デバイスの
各々で1つまたは複数の音センサによって受信される音声コマンドを示す図である。
【図４】本開示の一実施形態による、発話の発信方向がそれ自体に向けたものであるかど
うかを決定し、発話中の音声コマンドに関連する機能を実行するように構成された電子デ
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バイスのブロック図である。
【図５】本開示の一実施形態による、ユーザによって話された発話に応答して電子デバイ
スを制御するための例示的な方法のフローチャートである。
【図６】本開示の一実施形態による、ユーザから受信される発話の発信方向(DOD)がそれ
自体に向けたものであるかどうかを決定するための、電子デバイスにおいて実行される例
示的な方法のフローチャートである。
【図７】本開示の一実施形態による、他の電子デバイスと接続してユーザによって話され
た発話に応答して電子デバイスを制御するための例示的な方法のフローチャートである。
【図８】本開示の一実施形態による、周波数の関数として、指定された時間における受信
した入力音のエネルギー値をプロットすることによって電子デバイスによって生成される
場合がある例示的なグラフである。
【図９】本開示の一実施形態による、ユーザによって話された発話の意図したターゲット
を決定するために、通信ネットワークを介してサーバ920と通信するように構成された複
数の電子デバイスを示す図である。
【図１０】本開示の一実施形態による、サーバと接続してユーザによって話された発話に
応答して電子デバイスを制御するための例示的な方法のフローチャートである。
【図１１】ユーザによって話された発話に応答して電子デバイスを制御するための本開示
の方法および装置がいくつかの実施形態により実装される場合がある、電子デバイスのブ
ロック図である。
【図１２】いくつかの実施形態により実装される、前に説明したサーバのいずれか1つで
あってもよい、サーバシステムを示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　次に、添付の図面にその例を示している、様々な実施形態を詳細に参照する。以下の詳
細な説明では、本主題の完全な理解をもたらすために多数の具体的な詳細を記載する。し
かしながら、本主題はこれらの具体的な詳細なしに実施される場合があることは当業者に
は明らかであろう。他の事例では、様々な実施形態の態様を不必要に不明瞭にしないよう
に、よく知られている方法、手順、システム、および構成要素については詳細に説明して
いない。
【００１２】
　図1は、本開示の一実施形態による、ユーザ110によって話された発話を検出し、発話の
発信方向に基づいて機能を実行するように構成された電子デバイス120～150を示す。電子
デバイス120～150は、携帯電話、スマートフォン、ラップトップコンピュータ、ウェアラ
ブルコンピュータ、タブレットコンピュータ、ゲームデバイス、マルチメディアプレーヤ
、スマートTV、音声制御照明デバイスなどの、音取込みおよび処理能力を備えた任意の適
切なデバイスであってもよい。図示の実施形態では、電子デバイス120～150は、それぞれ
、スマートフォン、タブレットコンピュータ、スマートTV、および音声制御照明デバイス
であり、部屋100にあってもよい。電子デバイス120～150は部屋100の中に示されているが
、任意の数の電子デバイスが、部屋100または任意の他の適切な場所でユーザ110の近傍に
あってもよい。
【００１３】
　ユーザ110は、ターゲットデバイスの動作を制御するために、ターゲットデバイスとし
て電子デバイス120～150の1つに向かう方向に音声コマンドを話してもよい。本明細書で
使用する「電子デバイスに向かう発信方向」という語句、またはその任意の変形物は、音
源(たとえば、ユーザ)と電子デバイスとの間の直線に沿った方向を指し得るし、指定され
た角度または範囲内で直線からそれる任意の方向を含み得る。図示の実施形態では、ユー
ザ110は、電子デバイス120を起動するために、または電子デバイス120に機能(たとえば、
音声アシスタントアプリケーション122)を実行するよう命令するために、電子デバイス12
0に向かう方向に音声コマンド(たとえば、「HI ASSISTANT」)を話してもよい。本明細書
で使用する「音声コマンド」という用語は、電子デバイス120～150において機能またはア
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プリケーションを実行または起動するためのコマンドまたは命令を示す1つまたは複数の
単語または音を含む、任意の発話または発声を指してもよい。
【００１４】
　音声コマンドに応答して、電子デバイス120～150は、ユーザ110からの音声コマンドの
発信方向に基づいて、音声コマンドに関連する機能を実行、またはアプリケーションを実
行してもよい。たとえば、電子デバイス120は、「HI ASSISTANT」という音声コマンドの
発信方向がそれ自体に向けたものであると決定すると、音声アシスタントアプリケーショ
ン122を起動してもよい。ユーザからの発話の発信方向に基づいて、電子デバイスが、以
下でより詳細に示すように、ユーザによって話された発話がそれ自体に向かう方向にある
かどうかを決定してもよい。
【００１５】
　電子デバイス120～150は、音センサ(たとえば、マイクロフォン)を介して入力音を、連
続的、周期的、または間欠的に受信し、入力音中に発話を検出するように構成されてもよ
い。図示の実施形態では、ユーザ110は、電子デバイス120の音声アシスタントアプリケー
ション122を起動するために、電子デバイス120に向かって音声コマンド(たとえば、「HI 
ASSISTANT」)を話してもよい。音声コマンドを含むユーザの発話は、入力音として、電子
デバイス120～150によって受信されてもよい。ユーザの発話が入力音として受信されてい
るとき、電子デバイス120～150は入力音中に発話を検出してもよい。
【００１６】
　入力音中に発話が検出されると、電子デバイス120～150の各々は、ユーザ110からの発
話の発信方向(すなわち、発話の話された方向)がそれ自体に向けたものであるかどうかを
決定してもよい。本明細書で使用する「発話の発信方向がそれ自体に向けたものであるか
どうかを決定すること」という語句、またはその任意の変形物は、発話の話された方向が
電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定することを指し得るし、肯定検証(posit
ive test)(すなわち、発話の話された方向が電子デバイスに向けたものであるかどうかを
決定すること)、または否定検証(negative test)(すなわち、発話の話された方向が電子
デバイスに向けたものではないかどうかを決定すること)のいずれかを含み得る。電子デ
バイス120～150の中で、電子デバイス120は、発話の発信方向がそれ自体に向けたもので
あると決定し、発話中の音声コマンド(たとえば、「HI ASSISTANT」)を認識することによ
って、音声アシスタントアプリケーション122を起動することに進んでもよい。他の電子
デバイス130～150の各々は、発話の発信方向がそれ自体に向けたものではないと決定して
もよく、したがって音声コマンドは処理されない。
【００１７】
　発話の発信方向がそれ自体に向けたものであるかどうかを決定するために、電子デバイ
ス120～150の各々は、ユーザ110から受信される発話の特性を分析してもよい。一実施形
態において、電子デバイス120～150の各々は、発話の第1の周波数範囲(たとえば、第1の
周波数帯域)の第1の特性および第2の周波数範囲(たとえば、第2の周波数帯域)の第2の特
性を決定し、第1および第2の特性に基づいて、発話の発信方向がそれ自体に向けたもので
あるかどうかを決定してもよい。たとえば、第1の周波数範囲は、第2の周波数範囲よりも
高い場合があり、第1および第2の周波数範囲は、少なくとも1つの周波数を含む場合があ
る。
【００１８】
　一実施形態によれば、第1および第2の特性は、ユーザ110から受信される発話において
関連する周波数範囲を特徴付ける場合がある、エネルギー値、スペクトルモーメント(た
とえば、平均、分散、歪度、および尖度)、スペクトル平坦度、スペクトル中心、波高率
、スペクトル傾斜、スペクトル減衰、F0軌跡などの値またはパラメータであってもよい。
たとえば、電子デバイス120～150の各々は、第1の特性と第2の特性の比率を計算し、その
比率に基づいて、発話の発信方向がそれ自体に向けたものであると決定してもよい。代替
または追加として、電子デバイス120～150は、第1および第2の特性に基づいてスペクトル
平坦度値を決定し、そのスペクトル平坦度値に基づいて、発話の発信方向がそれ自体に向
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けたものであると決定してもよい。計算された比率またはスペクトル平坦度値は、発話の
発信方向がそれ自体に向けたものである確率を示す可能性がある。
【００１９】
　特定の実施形態では、電子デバイス120～150の各々が、発話の、高周波数範囲のエネル
ギー値と低周波数範囲のエネルギー値の比率を計算し、比率がしきい値以上であるとき、
発話の発信方向がそれ自体に向けたものであると決定してもよく、しきい値は、所定のし
きい値であってもよい。代替または追加として、電子デバイス120～150の各々が、次式に
従って、発話の高周波数範囲のスペクトル平坦度値を決定してもよい。
【００２０】
【数１】

【００２１】
上式で、ELは、低周波数範囲のエネルギー値を表し、H1～Hnは、高周波数範囲のn個の部
分を表し(たとえば、n=3のとき、高周波数範囲は3個の異なる部分に分割されてもよい)、
EH1～EHnは、それぞれ高周波数範囲のn個の部分のエネルギー値を表す。この場合、電子
デバイス120～150の各々は、スペクトル平坦度値がしきい値以下であるとき、発話の発信
方向がそれ自体に向けたものであると決定してもよく、しきい値は、所定のしきい値であ
ってもよい。
【００２２】
　低周波数の信号または音は、すべての方向に伝播する傾向があるが、高周波数の信号ま
たは音は、主として信号または音の発信方向の伝播により指向性があるので、電子デバイ
ス120～150の各々は、発話の発信方向がそれ自体に向けたものであるかどうかを決定する
ために、高周波数範囲のエネルギー値と低周波数範囲のエネルギー値の比率、または高周
波数範囲のスペクトル平坦度値を使用してもよい。図示の実施形態では、電子デバイス12
0は、発話の話された方向がそれ自体に向けたものであると決定し、発話中の音声コマン
ド(たとえば、「HI ASSISTANT」)を認識するために発話に発話認識を実行してもよい。音
声コマンドが認識されると、電子デバイス120は、音声コマンド(たとえば、「HI ASSISTA
NT」)に関連する音声アシスタントアプリケーション122を起動してもよい。
【００２３】
　いくつかの実施形態では、電子デバイス120～150は、ワイヤードまたはワイヤレスネッ
トワーク(図示せず)を介して互いに通信するように構成されてもよい。この場合、電子デ
バイス120～150の各々は、ユーザ110によって話された発話を検出し、発話の第1の特性(
たとえば、エネルギー値)と第2の特性(たとえば、エネルギー値)の比率、または発話の高
周波数範囲のスペクトル平坦度値を計算してもよい。計算された比率またはスペクトル平
坦度値は、次いで他の電子デバイスに送られてもよい。電子デバイス120～150の比率また
はスペクトル平坦度値を比較すると、最も高い比率または最も低いスペクトル平坦度値を
有する、電子デバイス120～150のうちの1つは、それが発話の意図したターゲットデバイ
スであると決定してもよい。応答して、ターゲット電子デバイスは、発話中の音声コマン
ドを認識し、音声コマンドに関連する機能を実行することに進んでもよい。
【００２４】
　図2は、本開示の一実施形態による、ユーザ110によって話され、電子デバイス120の音
センサによって受信される、音声コマンド210および220それぞれの発信方向212および222
を示す。ユーザ110は、異なる時間に異なる方向に音声コマンド210および220を話す場合
があり、音声コマンド210および220は、電子デバイス120によって発話として検出されて
もよい。図示のように、ユーザ110からの音声コマンド210の発信方向212は、電子デバイ
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ス120に向かっていてもよく、音声コマンド220の発信方向222は、電子デバイス120から離
れた別の方向であってもよい。
【００２５】
　電子デバイス120は、発話の発信方向が、電子デバイス120とユーザ110との間の直線か
ら指定された角度または範囲内にあると決定されるとき、その方向はそれ自体に向けたも
のであると決定するように構成されてもよい。図示の実施形態では、指定された角度また
は範囲は、ユーザ110と電子デバイス120との間の基準線230からβ度であってもよい。発
話の発信方向と基準線230との間の角度が、β度以下である場合、電子デバイス120は、発
話の発信方向はそれ自体に向けたものであると決定してもよい。たとえば、電子デバイス
120は、音声コマンド210を発話として検出し、発話の発信方向212と基準線230との間の角
度θ1が、β度未満であると決定する場合がある。この場合、電子デバイス120は、発話の
発信方向212がそれ自体に向けたものであると決定し、音声コマンド210に関連する機能を
実行するために、発話中の音声コマンド210を認識してもよい。
【００２６】
　一方、電子デバイス120は、音声コマンド220を発話として検出し、発話の発信方向222
と基準線230との間の角度θ2が、β度よりも大きいと決定する場合がある。この場合、電
子デバイス120は、発話の発信方向222がそれ自体に向けたものではないと決定してもよく
、したがって音声コマンド220は処理されない。したがって、ユーザ110からの発話の発信
方向(DOD)に基づいて、電子デバイス120は、ユーザ110が同じ場所で異なる方向に話すと
き、発話が電子デバイスに向かう方向に話されるかどうかを決定してもよい。一実施形態
では、電子デバイス120は、単一の音センサ(たとえば、マイクロフォン)または任意の数
の音センサを使用することによって、発話の発信方向を決定してもよい。
【００２７】
　本明細書で使用する、発話の発信方向は、ユーザによって話された発話の到来角を指す
「到来方向(direction of arrival)」(DOA)とは異なる。到来方向(DOA)が使用されるとす
ると、電子デバイス120は、電子デバイス120における音声コマンド210の到来方向は、基
準線230によって定義される方向であると決定することができる。同様に、電子デバイス1
20は、電子デバイス120における音声コマンド220の到来方向は、音声コマンド220が電子
デバイス120から離れる方向に話されるときでも、基準線230によって定義される方向であ
ると決定することができる。どちらの場合も、電子デバイス120における音声コマンド210
および220の到来方向230は、一対の音センサ(たとえば、一対のマイクロフォン)の間の直
線として定義することができる基準線240からα度離れている。到来方向230は、異なる方
向で話される音声コマンド210および220に対して同じであると決定されるので、電子デバ
イス120は、音源が基準線240に対してどの方向に位置しているかを決定するために到来方
向(DOA)を使用し、発話が電子デバイス120に向かう方向に話されるかどうかを決定するた
めに発信方向を使用してもよい。図2では電子デバイス120を示しているが、電子デバイス
130、140、または150など、任意の他の電子デバイスが、電子デバイス120と同様の方法で
、ユーザ(たとえば、ユーザ110)からの発話がそれ自体に向かう方向に話されるかどうか
を決定するように構成されてもよい。
【００２８】
　図3は、本開示の一実施形態による、発信方向312にユーザ110によって話され、電子デ
バイス120および130の各々の1つまたは複数の音センサによって受信される音声コマンド3
10を示す。ユーザ110は、電子デバイス120および130の近くに位置して、電子デバイス120
に向かって音声コマンド310を話してもよい。図示のように、ユーザ110と電子デバイス12
0との距離D1が、ユーザ110と電子デバイス130との距離D2よりも大きい場合がある。
【００２９】
　一実施形態では、電子デバイス120および130の各々は、音声コマンド310を発話として
検出し、発話の第1の周波数範囲の第1の特性(たとえば、高周波数帯域のエネルギー値)と
第2の周波数範囲の第2の特性(たとえば、低周波数帯域のエネルギー値)の比率を計算して
もよい。代替または追加として、電子デバイス120および130の各々は、発話の第1の周波
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数範囲の第1の特性(たとえば、高周波数帯域のエネルギー値)および第2の周波数範囲の第
2の特性(たとえば、低周波数帯域のエネルギー値)に基づいて、発話の高周波数範囲のス
ペクトル平坦度値を決定してもよい。計算された比率またはスペクトル平坦度値に基づい
て、電子デバイス120および130の各々は、音声コマンド310の発信方向312がそれ自体に向
けたものであるかどうかを決定してもよい。電子デバイス120または130によって受信され
る発話の信号強度は、ユーザ110からの距離(たとえば、D1またはD2)に応じて変化する場
合があるので、電子デバイス120または130は、発話の第1の特性と第2の特性の比率、また
は発話の高周波数範囲のスペクトル平坦度値を、ユーザ110からの距離とは無関係である
正規化された値として使用してもよい。したがって、電子デバイス120または130によって
計算される比率またはスペクトル平坦度値は、ユーザ110から受信される入力音の信号強
度とは無関係であり得る。
【００３０】
　図示の実施形態によれば、電子デバイス120および130の各々は、音声コマンド310を発
話として検出し、音源(たとえば、ユーザ110)からの距離D1またはD2とは無関係に、発話
の発信方向312が、それ自体に向けたものであるかどうかを決定してもよい。たとえば、
電子デバイス120は、音声コマンド310を発話として検出し、発話の高周波数帯域と低周波
数帯域のエネルギー値間の比率、または高周波数帯域のスペクトル平坦度値に基づいて、
発話の発信方向312がそれ自体に向けたものであると決定してもよい。一実施形態では、
電子デバイス120は、比率がしきい値以上であるとき、またはスペクトル平坦度値がしき
い値以下であるとき、発話の発信方向312がそれ自体に向けたものであると決定してもよ
い。発話の発信方向312がそれ自体に向けたものであると決定すると、電子デバイス120は
、発話中の音声コマンド310を認識し、音声コマンド310に関連する機能を実行してもよい
。
【００３１】
　一方、電子デバイス120よりもユーザ110の近くに位置している電子デバイス130は、音
声コマンド310を発話として検出し、発話の高周波数帯域と低周波数帯域のエネルギー値
間の比率、または高周波数帯域のスペクトル平坦度値に基づいて、発話の発信方向312が
それ自体に向けたものではないと決定してもよい。距離D1は距離D2よりも大きいので、電
子デバイス130によって受信される発話の音強度は、電子デバイス120のそれよりも大きい
可能性があるが、電子デバイス130は、比率またはスペクトル平坦度値に基づいて、発話
の発信方向312はそれ自体に向けたものではないと決定してもよく、したがって、音声コ
マンド310は処理されない。
【００３２】
　図4は、本開示の一実施形態による、発話の発信方向がそれ自体に向けたものであるか
どうかを決定し、発話中の音声コマンドに関連する機能を実行するように構成された電子
デバイス120のブロック図を示す。電子デバイス120は、音センサ420、プロセッサ430、I/
Oユニット440、ストレージユニット450、および通信ユニット460を含んでもよい。図示の
ように、プロセッサ430は、発話検出器432、周波数分析ユニット434、発話方向決定ユニ
ット436、および発話認識ユニット438を含んでもよい。プロセッサ430は、アプリケーシ
ョンプロセッサ(AP)、中央処理ユニット(CPU)、デジタル信号プロセッサ(DSP)などの、電
子デバイス120を管理し、操作するための任意の適切なプロセッサであってもよい。電子
デバイス120は、携帯電話、スマートフォン、ラップトップコンピュータ、ウェアラブル
コンピュータ、タブレットコンピュータ、ゲームデバイス、マルチメディアプレーヤ、ス
マートTV、音声制御照明デバイスなどの、音取込みおよび処理能力を備えた任意の適切な
デバイスであってもよい。
【００３３】
　音センサ420は、連続的、周期的、または間欠的に入力音410を受信し、受信された入力
音410を発話検出器432に提供するように構成されてもよい。たとえば、音センサ420は、
入力音410としてユーザからの音声コマンドを含む発話の少なくとも一部分を受信し、入
力音410を発話検出器432に提供してもよい。音センサ420は、1つもしくは複数のマイクロ
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フォン、または入力音410を受信する、取り込む、検知する、および/もしくは検出するた
めに使用することができる任意の他のタイプの音センサを含んでもよい。加えて、音セン
サ420は、そのような機能を実行するための任意の適切なソフトウェアおよび/またはハー
ドウェアを採用してもよい。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、音センサ420は、電力消費を減らすために、デューティサイ
クルに従って入力音410を周期的に受信するように構成されてもよい。たとえば、音セン
サ420は、10%のデューティサイクルで周期的に起動されてもよい。100msの期間とすれば
、音センサ420は、したがって、10ms間は「アクティブ状態」で、次の90ms間は「アイド
ル状態」で動作するように構成されてもよい。
【００３５】
　この場合、デューティサイクルのアクティブ部分の間に、入力音410の一部分が受信さ
れるとき、音センサ420は、入力音410の一部分がしきい値音強度よりも大きいかどうかを
決定してもよい。特定の実施形態では、しきい値音強度は、所定のしきい値音強度であっ
てもよい。入力音410の一部分の強度が、所定のしきい値音強度よりも大きいと決定され
る場合、音センサ420は、プロセッサ430内の発話検出器432を起動し、入力音410の一部分
を発話検出器432に提供してもよい。代替的に、受信された一部分がしきい値音強度を超
えるかどうかを決定することなしに、音センサ420は、デューティサイクルのアクティブ
状態の間に周期的に入力音410の一部分を受信し、受信された一部分を発話検出器432に提
供するために、発話検出器432を自動的に起動してもよい。別の実施形態では、音センサ4
20は、入力音410を連続的に受信し、受信された入力音410を発話検出器432に提供するた
めに、発話検出器432を起動してもよい。
【００３６】
　プロセッサ430内の発話検出器432は、起動されると、音センサ420から入力音410の少な
くとも一部分を受け取ってもよい。発話検出器432は、次いで、入力音410の少なくとも一
部分から複数の音特徴を抽出し、ガウス混合モデル(GMM)ベースの分類器、ニューラルネ
ットワーク、隠れマルコフモデル(HMM)、グラフィカルモデル、サポートベクターマシン(
SVM)などの任意の適切な音分類方法を使用することによって、抽出された音特徴が、発話
などの対象となる音を示すかどうかを決定してもよい。入力音410の少なくとも一部分が
、対象となる音(たとえば、発話)であると決定される場合、発話検出器432は、音センサ4
20を介して入力音410の残りの部分を受け取ってもよい。加えて、発話検出器432は、周波
数分析ユニット434を起動し、入力音410を周波数分析ユニット434に提供してもよい。
【００３７】
　周波数分析ユニット434は、入力音410としてユーザから受信された発話の特性を分析す
るように構成されてもよい。一実施形態では、周波数分析ユニット434は、発話(すなわち
、入力音410)の、第1の周波数範囲(たとえば、第1の周波数帯域)の第1の特性、および第2
の周波数範囲(たとえば、第2の周波数帯域)の第2の特性を決定してもよい。たとえば、第
1の周波数範囲は、第2の周波数範囲よりも高い場合があり、第1および第2の周波数範囲は
、少なくとも1つの周波数を含む場合がある。
【００３８】
　一実施形態によれば、第1および第2の特性は、ユーザから受信される発話において関連
する周波数範囲を特徴付ける場合がある、エネルギー値、スペクトルモーメント(たとえ
ば、平均、分散、歪度、および尖度)、スペクトル平坦度、スペクトル中心、波高率、ス
ペクトル傾斜、スペクトル減衰、F0軌跡などの値またはパラメータであってもよい。特定
の実施形態では、周波数分析ユニット434は、第1の特性と第2の特性の比率を計算しても
よい。たとえば、周波数分析ユニット434は、入力音410を時間領域から周波数領域または
時間-周波数領域に変換し、高周波数範囲(たとえば、10kHz～15kHz)のエネルギー値と低
周波数範囲(たとえば、0kHz～5kHz)のエネルギー値の比率を計算してもよい。代替または
追加として、周波数分析ユニット434は、上記の式1を使用して、発話の高周波数範囲のス
ペクトル平坦度値を計算してもよい。周波数分析ユニット434は、計算された比率または
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スペクトル平坦度値を発話方向決定ユニット436に提供してもよい。比率またはスペクト
ル平坦度値は、ユーザの発話の発信方向が電子デバイス120に向けたものである確率を示
す可能性がある。
【００３９】
　比率またはスペクトル平坦度値を受け取ると、発話方向決定ユニット436は、比率また
はスペクトル平坦度値に基づいて、発話の発信方向がそれ自体に向けたものであるかどう
かを決定してもよい。一実施形態では、発話方向決定ユニット436は、比率がしきい値以
上であるとき、またはスペクトル平坦度値がしきい値以下であるとき、発話の発信方向が
電子デバイス120に向けたものであると決定してもよい。特定の実施形態では、しきい値
は、所定のしきい値であってもよい。低周波数の信号または音は、すべての方向に伝播す
る傾向があるが、高周波数の信号または音は、主として信号または音の発信方向の伝播に
より指向性があるので、周波数分析ユニット434は、発話の発信方向が電子デバイスに向
けたものであるかどうかを決定するために、高周波数範囲のエネルギー値と低周波数範囲
のエネルギー値の比率、または高周波数範囲のスペクトル平坦度値を使用してもよい。
【００４０】
　ユーザの発話の発信方向が電子デバイス120に向けたものであるとの決定に応答して、
入力音410は、発話に発話認識を実行するために発話認識ユニット438に提供されてもよい
。発話認識ユニット438は、次いで、発話(すなわち、入力音410)中の音声コマンドを認識
してもよい。一実施形態では、発話認識ユニット438は、1人または複数のユーザの発話お
よび/または音声コマンドを認識する際に使用するために、ストレージユニット450からの
言語モデル、音響モデル、文法モデルなどにアクセスしてもよい。ストレージユニット45
0は、リモートストレージまたはローカルストレージであってもよく、RAM(ランダムアク
セスメモリ)、ROM(読取り専用メモリ)、EEPROM(電気的消去可能プログラマブル読取り専
用メモリ)、フラッシュメモリ、またはSSD(ソリッドステートドライブ)などの、任意の適
切なストレージまたはメモリデバイスを使用して実装されてもよい。音声コマンドが認識
されると、プロセッサ430は、音声コマンドに関連する機能を実行し、I/Oユニット440を
介してユーザにその結果を示してもよい。図4では電子デバイス120を示しているが、電子
デバイス130、140、または150など、任意の他の電子デバイスが、電子デバイス120と同様
の方法で、ユーザからの発話がそれ自体に向かう方向に話されるかどうかを決定するよう
に構成されてもよい。
【００４１】
　いくつかの実施形態では、電子デバイス120は、通信ユニット460を介して外部デバイス
(たとえば、図1の電子デバイス120～150またはサーバ)と通信するように構成されてもよ
い。この場合、電子デバイス120は、通信ユニット460を介して外部デバイスに、計算され
た比率またはスペクトル平坦度値を送ってもよい。電子デバイス120は、通信ユニット460
を介して、発話の話された方向の表示として外部デバイスから比率またはスペクトル平坦
度値を受信してもよい。比率またはスペクトル平坦度値を比較すると、電子デバイス120
が最も高い比率または最も低いスペクトル平坦度値を有する場合、発話方向決定ユニット
436は、電子デバイス120が発話の意図したターゲットデバイスであると決定してもよい。
電子デバイス120が最も高い比率または最も低いスペクトル平坦度値を有すると決定され
る場合、発話認識ユニット438は、発話(すなわち、入力音410)中の音声コマンドを認識し
て、音声コマンドに関連する機能を実行してもよい。
【００４２】
　代替または追加として、電子デバイス120は、それが音声コマンドの意図したターゲッ
トデバイスであることを示す、外部デバイス(たとえば、サーバ)からのメッセージを受信
する場合がある。メッセージを受信すると、発話認識ユニット438は、発話(すなわち、入
力音410)中の音声コマンドを認識してもよい。プロセッサ430は、次いで、認識された音
声コマンドに関連する機能を実行してもよい。
【００４３】
　図5は、本開示の一実施形態による、ユーザによって話された発話に応答して電子デバ
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イスを制御するための例示的な方法500のフローチャートを示す。最初に、電子デバイス(
たとえば、図1の電子デバイス120～150の1つ)は、510において、音センサ(たとえば、マ
イクロフォン)を介して入力音として音声コマンドを含む発話を受信する場合がある。520
において、電子デバイスは、受信された入力音中に発話が検出されるかどうかを決定して
もよい。電子デバイスは、ガウス混合モデル(GMM)ベースの分類器、ニューラルネットワ
ーク、隠れマルコフモデル(HMM)、グラフィカルモデル、サポートベクターマシン(SVM)な
どの任意の方法を使用することによって、発話を検出してもよい。発話が検出されない場
合(すなわち、520におけるNO)、方法500は、もとの510に進み、音センサを介して別の入
力音を受信してもよい。
【００４４】
　受信された入力音中に発話が検出されるとき(すなわち、520におけるYES)、電子デバイ
スは、530において、発話の発信方向(DOD)を決定し、発話の発信方向(DOD)がそれ自体に
向けたものであるかどうかを決定してもよい。電子デバイスが、発話の発信方向(DOD)が
それ自体に向けたものではないと決定する場合(すなわち、530におけるNO)、方法500は、
もとの510に進み、音センサを介して別の入力音を受信してもよい。一方、電子デバイス
が、発話の発信方向(DOD)がそれ自体に向けたものであると決定する場合(すなわち、530
におけるYES)、電子デバイスは、540において、発話中の音声コマンドを認識してもよい
。発話中の音声コマンドが認識されると、電子デバイスは、550において、音声コマンド
に関連する機能を実行してもよい。発話の第1の周波数範囲の第1の特性と第2の周波数範
囲の第2の特性の比率を決定する、本開示のいくつかの実施形態について、図6～図10を参
照しながら以下で説明する。上記で説明したように、そのような実施形態は、発話の第1
の周波数範囲の第1の特性と第2の周波数範囲の第2の特性の比率を決定する代わりに、ま
たはそれに加えて、発話の高周波数範囲のスペクトル平坦度値を決定してもよい。
【００４５】
　図6は、本開示の一実施形態による、ユーザから受信される発話の発信方向(DOD)がそれ
自体に向けたものであるかどうかを決定するための、電子デバイスにおいて実行される例
示的な方法530のフローチャートを示す。最初に、電子デバイスは、発話の第1の周波数範
囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の特性を、それぞれ610および620において決
定してもよい。たとえば、第1の周波数範囲は、第2の周波数範囲よりも高い場合があり、
第1および第2の周波数範囲は、少なくとも1つの周波数を含む場合がある。一実施形態に
よれば、第1および第2の特性は、ユーザから受信される発話において関連する周波数範囲
を特徴付ける場合がある、エネルギー値、スペクトルモーメント(たとえば、平均、分散
、歪度、および尖度)、スペクトル平坦度、スペクトル中心、波高率、スペクトル傾斜、
スペクトル減衰、F0軌跡などの値またはパラメータであってもよい。
【００４６】
　630において、電子デバイスは、発話の第1の周波数範囲の第1の特性と第2の周波数範囲
の第2の特性の比率を決定してもよい。たとえば、電子デバイスは、発話の高周波数範囲
のエネルギー値と低周波数範囲のエネルギー値の比率を計算してもよい。比率を決定する
と、電子デバイスは、640において、比率がしきい値以上であるかどうかを決定してもよ
く、しきい値は所定のしきい値であってもよい。一実施形態では、誤警報(false alarm)
を減らし、検出の精度を向上させるための最適な値が、しきい値として決定され、設定さ
れてもよい。
【００４７】
　比率がしきい値以上であるとき(すなわち、640におけるYES)、電子デバイスは、発話の
発信方向がそれ自体に向けたものであると決定してもよく、方法530は、図5において方法
540に進んで、発話中の音声コマンドを認識してもよい。一方、比率がしきい値未満であ
るとき(すなわち、640におけるNO)、電子デバイスは、発話の発信方向がそれ自体に向け
たものではないと決定してもよく、方法530は、図5において方法510に進んで、音センサ
を介して別の入力音を受信してもよい。
【００４８】
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　図7は、本開示の一実施形態による、他の電子デバイスと接続してユーザによって話さ
れた発話に応答して電子デバイスを制御するための例示的な方法700のフローチャートを
示す。最初に、電子デバイス(たとえば、図1の電子デバイス120～150の1つ)は、710にお
いて、音センサ(たとえば、マイクロフォン)を介して入力音として音声コマンドを含む発
話を受信する場合がある。720において、電子デバイスは、受信された入力音中に発話が
検出されるかどうかを決定してもよい。電子デバイスは、ガウス混合モデル(GMM)ベース
の分類器、ニューラルネットワーク、隠れマルコフモデル(HMM)、グラフィカルモデル、
サポートベクターマシン(SVM)などの任意の方法を使用することによって、発話を検出し
てもよい。発話が検出されない場合(すなわち、720におけるNO)、方法700は、もとの710
に進んで、音センサを介して別の入力音を受信してもよい。
【００４９】
　受信された入力音中に発話が検出されるとき(すなわち、720におけるYES)、電子デバイ
スは、730において、発話の発信方向(DOD)を決定してもよい。一実施形態では、電子デバ
イスは、発話の高周波数範囲のエネルギー値と低周波数範囲のエネルギー値の比率を計算
してもよい。740において、電子デバイスは、次いで、740において発話の発信方向(DOD)
がそれ自体に向けたものであるかどうかを決定してもよい。一実施形態では、電子デバイ
スは、発話の高周波数範囲のエネルギー値と低周波数範囲のエネルギー値の比率がしきい
値以上であるとき、発話の発信方向はそれ自体に向けたものであると決定してもよく、し
きい値は、所定の値であってもよい。電子デバイスが、発話の発信方向(DOD)がそれ自体
に向けたものではないと決定する場合(すなわち、740におけるNO)、方法700は、もとの71
0に進んで、音センサを介して別の入力音を受信してもよい。
【００５０】
　一方、電子デバイスが、発話の発信方向(DOD)がそれ自体に向けたものであると決定す
る場合(すなわち、740におけるYES)、電子デバイスは、750において、外部デバイスから
発話の話された方向の少なくとも1つの表示を受信してもよい。一実施形態では、発話の
話された方向の表示は、外部デバイスで受信される発話の高周波数範囲のエネルギー値と
低周波数範囲のエネルギー値の比率であってもよい。760において、電子デバイスは、計
算された比率、および他の外部デバイスから受信された少なくとも1つの表示に基づいて
、それが発話の意図したターゲットであるかどうかを決定してもよい。たとえば、電子デ
バイスは、計算された比率を他のデバイスから受信された比率と比較し、計算された比率
が最も高い値を有するとき、それが発話のターゲットであると決定してもよい。
【００５１】
　電子デバイスが、それは発話の意図したターゲットではないと決定する場合(すなわち
、760におけるNO)、方法700は、もとの710に進んで、音センサを介して別の入力音を受信
してもよい。一方、電子デバイスが、それは発話の意図したターゲットであると決定する
場合(すなわち、760におけるYES)、電子デバイスは、770において、発話中の音声コマン
ドを認識してもよい。発話中の音声コマンドが認識されると、電子デバイスは、780にお
いて、音声コマンドに関連する機能を実行してもよい。別の実施形態では、電子デバイス
は、740のステップの実行を省略してもよい。この場合、電子デバイスは、730において発
話の発信方向(DOD)を決定(たとえば、発話の高周波数範囲のエネルギー値と低周波数範囲
のエネルギー値の比率を計算)した後に、750において外部デバイスから発話の話された方
向の少なくとも1つの表示を受信することに直ちに移ってもよい。
【００５２】
　図8は、本開示の一実施形態による、指定された時間における受信された入力音のエネ
ルギー値を周波数の関数としてプロットすることによって電子デバイスによって生成され
る場合がある例示的なグラフ800を示す。グラフ800の水平軸は、0Hzから始まる周波数範
囲を表してもよく、垂直軸は、入力音のエネルギー値の範囲を表してもよい。たとえば、
指定された周波数における入力音の信号強度が、エネルギー値として表されてもよい。グ
ラフ800中の周波数範囲は、各周波数範囲が2.5kHzの幅を有する複数の周波数範囲810～88
0(たとえば、周波数帯域)に分割されてもよい。代替的に、複数の周波数範囲810～880は
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、異なる幅を有してもよい。
【００５３】
　一実施形態では、電子デバイスは、音センサを介して入力音として特定の時間に音声コ
マンドを含むユーザの発話を受信してもよい。周波数範囲に関連する受信された音の強度
は、次いで、エネルギー値に変換されてもよい。エネルギー値は、周波数の関数としてグ
ラフ800にプロットされてもよい。
【００５４】
　複数の周波数範囲810～880の中で、電子デバイスは、低周波数範囲810および高周波数
範囲850を選んでもよい。グラフ800は、選択された低周波数範囲810および高周波数範囲8
50で図示されるが、低周波数範囲または高周波数範囲に任意の数の周波数範囲が選択され
てもよい。低周波数範囲810および高周波数範囲850の各々のエネルギー値が、周波数範囲
内のエネルギー値を積分することによって取得されてもよい。電子デバイスは、次いで、
高周波数範囲850と低周波数範囲810それぞれのエネルギー値の比率を計算してもよい。比
率は、異なる方向伝搬特性(directional propagation characteristics)を有する場合が
ある高周波数範囲850および低周波数範囲810それぞれのエネルギー値に基づいているので
、比率は、ユーザの発話の発信方向が電子デバイスに向けたものである確率を示す可能性
がある。
【００５５】
　電子デバイスは、比率が、しきい値以上であるとき、ユーザの発話の発信方向がそれ自
体に向けたものであると決定するように構成されてもよく、しきい値は、所定のしきい値
であってもよい。一実施形態では、誤警報を減らし、検出の精度を向上させるための最適
な値が、しきい値として決定され、設定されてもよい。たとえば、しきい値は、0.5とし
て設定されてもよい。この場合、高周波数範囲850と低周波数範囲810それぞれのエネルギ
ー値の比率は、グラフ800に示されるように、0.6であると決定されてもよい。比率はしき
い値以上であるので、電子デバイスは、ユーザの発話の発信方向はそれ自体に向けたもの
であると決定してもよい。一方、比率がしきい値未満であると決定される場合、電子デバ
イスは、ユーザの発話の発信方向はそれ自体に向けたものではないと決定してもよい。
【００５６】
　一実施形態では、電子デバイスは、音センサを介して入力音として指定された時間期間
の間、音声コマンドを含むユーザの発話を受信してもよい。入力音は、フーリエ変換など
の、任意の適切な変換または関数を使用することによって、時間領域から時間周波数領域
に変換されてもよい。この場合、電子デバイスは、周波数および時間の関数として、受信
された入力音に関連するエネルギー値をプロットする3次元グラフを生成してもよい。た
とえば、3次元グラフは、時間軸に沿って任意の適切な数の2次元グラフ(たとえば、グラ
フ800)を含んでもよい。低周波数範囲のエネルギー値および高周波数範囲のエネルギー値
は、指定された時間期間中の周波数範囲内のエネルギー値を積分することによって取得さ
れてもよい。電子デバイスは次いで、高周波数範囲と低周波数範囲のエネルギー値の比率
を計算し、グラフ800を参照しながら説明したものと同様の方法で、ユーザの発話の発信
方向がそれ自体に向けたものであるかどうかを決定してもよい。
【００５７】
　図9は、本開示の一実施形態による、ユーザ110によって話された発話の意図したターゲ
ットを決定するために、通信ネットワーク910を介してサーバ920と通信するように構成さ
れた複数の電子デバイス120～150を示す。図示の実施形態では、電子デバイス120～150は
、それぞれ、スマートフォン、タブレットコンピュータ、スマートTV、および音声制御照
明デバイスであり、部屋900にあってもよい。電子デバイス120～150は部屋900の中に示し
ているが、任意の数の電子デバイスが、部屋900または任意の他の適切な場所でユーザ110
の近傍にあってもよい。
【００５８】
　図示の実施形態では、ユーザ110は、電子デバイス130を起動するために、または電子デ
バイス120に機能を実行するよう命令するために、電子デバイス130に向かう方向に音声コ
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マンドを話してもよい。この場合、電子デバイス120～150の各々は、音声コマンドを入力
音として受信し、入力音中に発話を検出してもよい。発話を検出すると、電子デバイス12
0～150の各々は、発話の第1の周波数範囲の第1の特性(たとえば、高周波数範囲のエネル
ギー値)と第2の周波数範囲の第2の特性(たとえば、低周波数範囲のエネルギー値)の比率
を計算してもよい。
【００５９】
　計算された比率は次いで、通信ネットワーク910を介してサーバ920に送られてもよい。
一実施形態では、通信ネットワーク910は、ワイヤードネットワークまたはワイヤレスネ
ットワークであってもよい。比率を受信すると、サーバ920は、電子デバイス120～150か
ら受信された比率を比較し、最も高い比率を有する電子デバイスが音声コマンドの意図し
たターゲットデバイスであると決定してもよい。
【００６０】
　加えて、サーバ920は、最も高い比率をしきい値と比較するように構成されてもよく、
しきい値は、所定の値であってもよい。たとえば、しきい値は、誤警報を減らし、検出の
精度を向上させるための最適な値として決定されてもよい。最も高い比率がしきい値以上
であるとき、サーバ920は、最も高い比率を有する電子デバイスが音声コマンドの意図し
たターゲットデバイスであると決定してもよい。一方、最も高い比率がしきい値未満であ
るとき、サーバ920は、電子デバイスのどれも音声コマンドの意図したターゲットデバイ
スではないと決定してもよい。
【００６１】
　図示の実施形態では、ユーザは電子デバイス130に向かう方向に音声コマンドを話した
ので、サーバ920は、電子デバイス130から受信される比率は、電子デバイス120～150から
受信される比率の中で最も高い比率であると決定することができる。応答して、サーバ92
0は、電子デバイス130に、それが音声コマンドの意図したターゲットデバイスであること
を示すメッセージを送ってもよい。メッセージを受信すると、電子デバイス130は、音声
コマンドを認識し、音声コマンドに関連する機能を実行することに進んでもよい。
【００６２】
　図10は、本開示の一実施形態による、サーバと接続してユーザによって話された発話に
応答して電子デバイスを制御するための例示的な方法1000のフローチャートを示す。最初
に、電子デバイス(たとえば、図1の電子デバイス120～150の1つ)は、1010において、音セ
ンサ(たとえば、マイクロフォン)を介して入力音として音声コマンドを含む発話を受信す
る場合がある。1020において、電子デバイスは、受信された入力音中に発話が検出される
かどうかを決定してもよい。電子デバイスは、ガウス混合モデル(GMM)ベースの分類器、
ニューラルネットワーク、隠れマルコフモデル(HMM)、グラフィカルモデル、サポートベ
クターマシン(SVM)などの任意の方法を使用することによって、発話を検出してもよい。
発話が検出されない場合(すなわち、1020におけるNO)、方法1000は、もとの1010に進んで
、音センサを介して別の入力音を受信してもよい。
【００６３】
　受信された入力音に発話が検出されると(すなわち、1020におけるYES)、電子デバイス
は、1030において発話の第1の周波数範囲の第1の特性(たとえば、高周波数範囲のエネル
ギー値)と第2の周波数範囲の第2の特性(たとえば、低周波数範囲のエネルギー値)の比率
を計算してもよい。計算された比率は、発話の発信方向がそれ自体に向けたものである確
率を示す可能性がある。1040において、電子デバイスは、計算された比率をサーバに送っ
てもよい。
【００６４】
　サーバに比率を送った後、電子デバイスは、1050において、それが音声コマンドの意図
したターゲットデバイスであることを示すメッセージが、指定された時間期間内にサーバ
から受信されるかどうかを決定してもよい。電子デバイスが、指定された時間期間中にサ
ーバから信号を受信しない場合、方法1000は、もとの1010に進んで、音センサを介して別
の入力音を受信してもよい。一方、電子デバイスが、指定された期間内にサーバから信号
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を受信する場合、電子デバイスは、1060において、発話中の音声コマンドを認識してもよ
い。発話中の音声コマンドが認識されると、電子デバイスは、1070において、音声コマン
ドに関連する機能を実行してもよい。
【００６５】
　図11は、ユーザによって話された発話に応答して電子デバイスを制御するための本開示
の方法および装置がいくつかの実施形態により実装される場合がある、電子デバイス1100
のブロック図を示す。電子デバイス1100は、携帯電話、スマートフォン、ウェアラブルコ
ンピュータ、スマートウォッチ、スマートグラス、タブレットパーソナルコンピュータ、
端末、ハンドセット、携帯情報端末(PDA)、ワイヤレスモデム、コードレス電話、タブレ
ットなどであってよい。ワイヤレス通信システムは、CDMAシステム、GSM(登録商標)シス
テム、W-CDMAシステム、LTEシステム、LTEアドバンストシステムなどであってよい。
【００６６】
　電子デバイス1100は、受信経路および送信経路を介して双方向通信を行うことが可能で
あってもよい。受信経路では、基地局によって送信された信号が、アンテナ1112によって
受信されてもよく、受信機(RCVR)1114に提供されてもよい。受信機1114は、受信された信
号を調整およびデジタル化し、調整およびデジタル化されたデジタル信号を、さらなる処
理のためにデジタル部に提供してもよい。送信経路では、送信機(TMTR)1116は、送信され
るべきデータをデジタル部1120から受信し、データを処理および調整し、被変調信号を生
成してもよく、被変調信号はアンテナ1112を介して基地局に送信される。受信機1114およ
び送信機1116は、CDMA、GSM(登録商標)、W-CDMA、LTE、LTEアドバンストなどをサポート
する場合があるトランシーバの一部であってよい。
【００６７】
　デジタル部1120は、たとえば、モデムプロセッサ1122、縮小命令セットコンピュータ/
デジタル信号プロセッサ(RISC/DSP)1124、コントローラ/プロセッサ1126、内部メモリ112
8、汎用オーディオ/ビデオエンコーダ1132、汎用オーディオデコーダ1134、グラフィック
ス/ディスプレイプロセッサ1136、および外部バスインターフェース(EBI)1138などの、様
々な処理ユニット、インターフェースユニット、およびメモリユニットを含んでもよい。
モデムプロセッサ1122は、データ送信および受信のための処理、たとえば、符号化、変調
、復調、および復号を実行してもよい。RISC/DSP1124は、電子デバイス1100のための一般
的および専門的処理を実行することができる。コントローラ/プロセッサ1126は、デジタ
ル部1120内の様々な処理ユニットおよびインターフェースユニットの動作を実行すること
ができる。内部メモリ1128は、デジタル部1120内の様々なユニットのためのデータおよび
/または命令を記憶することができる。
【００６８】
　汎用オーディオ/ビデオエンコーダ1132は、オーディオ/ビデオソース1142、マイクロフ
ォン1144、画像センサ1146などからの入力信号に対して、符号化を実行することができる
。汎用オーディオデコーダ1134は、コード化オーディオデータに対して復号を実行するこ
とができ、出力信号をスピーカー/ヘッドセット1148に与えることができる。グラフィッ
クス/ディスプレイプロセッサ1136は、ディスプレイユニット1150に提示され得るグラフ
ィックス、ビデオ、画像、およびテキストに対して処理を実行することができる。EBI113
8は、デジタル部1120とメインメモリ1152との間のデータの転送を容易にすることができ
る。
【００６９】
　デジタル部1120は、1つまたは複数のプロセッサ、DSP、マイクロプロセッサ、RISCなど
を用いて実装されてもよい。デジタル部1120はまた、1つまたは複数の特定用途向け集積
回路(ASIC)および/または何らかの他のタイプの集積回路(IC)上に製作されてもよい。
【００７０】
　図12は、いくつかの実施形態に従って実施される、前に説明したサーバのうちのいずれ
か1つであってもよいサーバシステム1200を示すブロック図である。サーバシステム1200
は、1つまたは複数の処理ユニット(たとえば、CPU)1202と、1つまたは複数のネットワー
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クまたは他の通信ネットワークインターフェースと、メモリ1212と、これらの構成要素を
相互接続するための1つまたは複数の通信バス1214とを含む場合がある。サーバシステム1
200はまた、ディスプレイデバイスおよびキーボードを有するユーザインターフェース(図
示せず)を含む場合がある。
【００７１】
　メモリ1212は、高速ランダムアクセスメモリ(たとえば、DRAM、SRAM、DDR RAMまたは他
のランダムアクセスソリッドステートメモリデバイス)のような任意の適切なメモリであ
ってよい。メモリ1212は、不揮発性メモリ(たとえば、1つもしくは複数の磁気ディスクス
トレージデバイス、光ディスクストレージデバイス、フラッシュメモリデバイス、もしく
は他の不揮発性ソリッドステートストレージデバイス)を含んでよく、または代替的に不
揮発性メモリであってよい。いくつかの実施形態では、メモリ1212は、CPU1202から遠隔
に位置する、および/または複数のサイトの中に遠隔に位置する1つまたは複数のストレー
ジデバイスを含む場合がある。
【００７２】
　メモリ1212によって表される上記のメモリデバイスのうちのいずれも、前に説明したプ
ロセス、動作、および方法のいずれかを実施および/または実行するための命令のセット
に対応する、任意の数のモジュールまたはプログラムを記憶する場合がある。たとえば、
メモリ1212は、様々な基本システムサービスを処理するための、およびハードウェア依存
作業を実行するための手順を含む命令を記憶するように構成されたオペレーティングシス
テム1216を含む場合がある。メモリ1212のネットワーク通信モジュール1218は、インター
ネット、他のワイドエリアネットワーク、ローカルエリアネットワーク、メトロポリタン
エリアネットワークなどのような、1つまたは複数の通信ネットワークインターフェース1
210(ワイヤードまたはワイヤレスの)および1つまたは複数の通信ネットワークを介して、
サーバシステム1200を他のコンピュータに接続するために使用される場合がある。
【００７３】
　メモリ1212はまた、言語モデル、音響モデル、文法モデルなどを含むように構成された
データベース1220を含む場合がある。データベース内のモデルの各々は、1人または複数
のユーザの発話および/またはコマンドを認識するために使用されてもよい。オペレーテ
ィングシステム1216は、ネットワーク通信モジュール1218を介してデータベース1220を更
新してもよい。オペレーティングシステム1216はまた、ネットワーク通信モジュール1218
を介して、電子デバイスが音声コマンドの意図したターゲットデバイスであることを示す
メッセージを提供してもよい。
【００７４】
　一般に、本明細書で説明する任意のデバイスは、ワイヤレス電話、携帯電話、ラップト
ップコンピュータ、ワイヤレスマルチメディアデバイス、ワイヤレス通信パーソナルコン
ピュータ(PC)カード、PDA、外部モデムまたは内部モデム、ワイヤレスチャネルを通じて
通信するデバイスなどのような様々なタイプのデバイスを表す場合がある。デバイスは、
アクセス端末(AT)、アクセスユニット、加入者ユニット、移動局、モバイルデバイス、モ
バイルユニット、モバイルフォン、モバイル、リモート局、リモート端末、リモートユニ
ット、ユーザデバイス、ユーザ機器、ハンドヘルドデバイスなどのような様々な名前を有
する場合がある。本明細書で説明するいずれのデバイスも、命令およびデータを記憶する
ためのメモリ、ならびにハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、またはそれらの
組合せを有する場合がある。
【００７５】
　本明細書で説明した技法は、様々な手段によって実現される場合がある。たとえば、こ
れらの技法は、ハードウェア、ファームウェア、ソフトウェア、またはそれらの組合せで
実装される場合がある。本明細書の開示に関連して説明する様々な例示的な論理ブロック
、モジュール、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータ
ソフトウェア、または両方の組合せとして実装される場合があることを当業者はさらに諒
解されよう。ハードウェアとソフトウェアのこの互換性を明確に示すために、様々な例示
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的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、およびステップについて、概してそれらの
機能に関して上記で説明した。そのような機能がハードウェアとして実装されるか、ソフ
トウェアとして実装されるかは、特定の適用例および全体的なシステムに課される設計制
約によって決まる。当業者は、説明した機能を特定の適用例ごとに様々な方式によって実
装してもよいが、そのような実装の決定は、本開示の範囲からの逸脱を引き起こすものと
解釈されるべきではない。
【００７６】
　ハードウェア実装形態では、本技法を実行するために使用される処理ユニットは、1つ
または複数のASIC、DSP、デジタル信号処理デバイス(DSPD)、プログラマブル論理デバイ
ス(PLD)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)、プロセッサ、コントローラ、
マイクロコントローラ、マイクロプロセッサ、電子デバイス、本明細書で説明する機能を
実行するように設計された他の電子ユニット、コンピュータ、またはそれらの組合せ内で
実装される場合がある。
【００７７】
　したがって、本明細書の開示に関連して説明する様々な例示的な論理ブロック、モジュ
ール、および回路は、汎用プロセッサ、DSP、ASIC、FPGAもしくは他のプログラマブル論
理デバイス、個別ゲートもしくはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、または
本明細書で説明する機能を実行するように設計されたそれらの任意の組合せを用いて、実
装または実行される場合がある。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであってもよいが
、代替として、プロセッサは、任意のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ
、または状態機械であってもよい。プロセッサはまた、コンピューティングデバイスの組
合せ、たとえば、DSPとマイクロプロセッサの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、DSPコ
アと連携した1つもしくは複数のマイクロプロセッサ、または任意の他のそのような構成
として実現される場合もある。
【００７８】
　ソフトウェアで実装される場合、機能は、コンピュータ可読媒体に記憶されてもよい。
コンピュータ可読媒体は、ある場所から別の場所へのコンピュータプログラムの転送を容
易にする任意の媒体を含む、コンピュータ記憶媒体と通信媒体の両方を含む。記憶媒体は
、コンピュータがアクセスすることができるどんな利用可能な媒体であってもよい。限定
ではなく例として、そのようなコンピュータ可読媒体は、RAM、ROM、EEPROM、CD-ROMもし
くは他の光ディスクストレージ、磁気ディスクストレージもしくは他の磁気ストレージデ
バイス、または命令もしくはデータ構造の形態の所望のプログラムコードを搬送もしくは
記憶するために使用することができ、コンピュータがアクセスすることができる他のどん
な媒体も含むことができる。ディスク(disk)およびディスク(disc)は、本明細書で使用す
るとき、コンパクトディスク(disc)(CD)、レーザーディスク(登録商標)(disc)、光ディス
ク(disc)、デジタル多用途ディスク(disc)(DVD)、フロッピーディスク(disk)、およびBlu
-ray(登録商標)ディスク(disc)を含み、ディスク(disk)は通常、データを磁気的に再生し
、ディスク(disc)は、レーザーを用いてデータを光学的に再生する。上記の組合せも、コ
ンピュータ可読媒体の範囲に含まれるべきである。たとえば、コンピュータ可読記憶媒体
は、プロセッサによって実行可能である命令を含む非一時的コンピュータ可読ストレージ
デバイスであってもよい。したがって、コンピュータ可読記憶媒体は信号ではないことが
ある。
【００７９】
　本開示のこれまでの説明は、当業者が本開示を作製または使用することを可能にするた
めに提供される。本開示の様々な修正は当業者に容易に明らかになり、本明細書で定義す
る一般原理は、本開示の範囲から逸脱することなく、他の変形形態に適用される。したが
って、本開示は本明細書で説明する例に限定されるものではなく、本明細書で開示する原
理および新規の特徴と一致する最も広い範囲を与えられるべきである。
【００８０】
　本明細書で開示する主題の態様を1つまたは複数のスタンドアロンのコンピュータシス
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テムという文脈において利用して、例示的な実装形態に言及するが、主題はそのように限
定されず、むしろネットワークまたは分散コンピューティング環境のような任意のコンピ
ューティング環境に関連して実装されてもよい。またさらに、本明細書で開示する主題の
態様は、複数の処理チップもしくはデバイスの中で、または複数の処理チップもしくはデ
バイスにわたって実装されてよく、ストレージが複数のデバイスにわたって同様に割り当
てられてよい。そのようなデバイスは、PC、ネットワークサーバ、およびハンドヘルドデ
バイスを含んでもよい。
【００８１】
　構造的な特徴および/または方法論的な行為に特有の言葉で主題について説明してきた
が、添付の特許請求の範囲で定義する主題は必ずしも上記で説明した特定の特徴または行
為に限定されるとは限らないことを理解されたい。むしろ、上記で説明した特定の特徴お
よび行為は、特許請求の範囲を実装する例示的な形態として開示される。
【００８２】
　上記で特定されたモジュールまたはプログラム(すなわち、命令のセット)は、別個のソ
フトウェアプログラム、プロシージャまたはモジュールとして実装される必要はなく、し
たがって、様々な実施形態において、これらのモジュールの様々なサブセットが組み合わ
されてよく、または場合によっては再構成されてよいことが諒解されよう。さらに、メモ
リ1212は、上記で説明されていないさらなるモジュールおよびデータ構造を記憶してよい
。
【００８３】
<本開示の態様>
　以下に、本開示のいくつかの態様をさらに述べる。
【実施例１】
【００８４】
　本開示の一態様によれば、音センサによって入力音を受信するステップと、入力音中に
ユーザによって話された発話を検出するステップと、入力音中の発話の検出に応答して、
発話の第1の周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の特性を決定するステッ
プと、第1および第2の特性に基づいて、ユーザによって話された発話の発信方向が電子デ
バイスに向けたものであるかどうかを決定するステップとを含む、ユーザによって話され
た発話に応答して電子デバイスを制御するための方法が提供される。
【実施例２】
【００８５】
　実施例1に記載の方法では、第1の周波数範囲は、第2の周波数範囲よりも高い。
【実施例３】
【００８６】
　実施例1または2に記載の方法では、第1および第2の周波数範囲は、少なくとも1つの周
波数を含む。
【実施例４】
【００８７】
　実施例1から3のいずれか1つに記載の方法は、発話の発信方向が電子デバイスに向けた
ものであるとの決定に応答して、発話中の音声コマンドを認識するステップと、認識され
た音声コマンドに関連する機能を実行するステップとをさらに含む。
【実施例５】
【００８８】
　実施例1から4のいずれか1つに記載の方法では、発話の第1の周波数範囲の第1の特性お
よび第2の周波数の第2の特性を決定するステップが、第1の周波数範囲の第1のエネルギー
値を第1の特性として決定するステップと、第2の周波数範囲の第2のエネルギー値を第2の
特性として決定するステップとを含む。
【実施例６】
【００８９】
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　実施例1から5のいずれか1つに記載の方法では、発話の発信方向が電子デバイスに向け
たものであるかどうかを決定するステップが、第1のエネルギー値と第2のエネルギー値の
比率を決定するステップと、比率に基づいて、発話の発信方向が電子デバイスに向けたも
のであると決定するステップとを含む。
【実施例７】
【００９０】
　実施例1から6のいずれか1つに記載の方法では、比率は、入力音の信号強度とは無関係
である。
【実施例８】
【００９１】
　実施例1から7のいずれか1つに記載の方法は、外部デバイスから発話の話された方向の
表示を受信するステップをさらに含む。
【実施例９】
【００９２】
　実施例1から8のいずれか1つに記載の方法は、第1および第2の特性ならびに外部デバイ
スからの表示に基づいて、発話のターゲットが電子デバイスか、それとも外部デバイスか
を決定するステップと、発話のターゲットが電子デバイスであるとの決定に応答して発話
中の音声コマンドを認識するステップと、認識された音声コマンドに関連する機能を実行
するステップとをさらに含む。
【実施例１０】
【００９３】
　本開示の別の態様によれば、入力音を受信するように構成された音センサと、入力音中
にユーザによって話された発話を検出するように構成された発話検出器と、入力音中の発
話の検出に応答して、発話の第1の周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の
特性を決定するように構成された周波数分析ユニットと、第1および第2の特性に基づいて
、ユーザによって話された発話の発信方向が電子デバイスに向けたものであるかどうかを
決定するように構成された発話方向決定ユニットとを含む、電子デバイスが提供される。
【実施例１１】
【００９４】
　実施例10に記載の電子デバイスでは、第1の周波数範囲は、第2の周波数範囲よりも高い
。
【実施例１２】
【００９５】
　実施例10または11に記載の電子デバイスでは、第1および第2の周波数範囲は、少なくと
も1つの周波数を含む。
【実施例１３】
【００９６】
　実施例10から12のいずれか1つに記載の電子デバイスは、発話の発信方向が電子デバイ
スに向けたものであるとの決定に応答して、発話中の音声コマンドを認識するように構成
された発話認識ユニットをさらに含み、電子デバイスは、認識された音声コマンドに関連
する機能を実行する。
【実施例１４】
【００９７】
　実施例10から13のいずれか1つに記載の電子デバイスでは、周波数分析ユニットは、第1
の周波数範囲の第1のエネルギー値を第1の特性として決定することと、第2の周波数範囲
の第2のエネルギー値を第2の特性として決定することとを行うように構成される。
【実施例１５】
【００９８】
　実施例10から14のいずれか1つに記載の電子デバイスでは、発話方向決定ユニットは、
第1のエネルギー値と第2のエネルギー値の比率を決定することと、比率に基づいて、発話
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の発信方向が電子デバイスに向けたものであると決定することとを行うように構成される
。
【実施例１６】
【００９９】
　実施例10から15のいずれか1つに記載の電子デバイスでは、比率は、入力音の信号強度
とは無関係である。
【実施例１７】
【０１００】
　実施例10から16のいずれか1つに記載の電子デバイスは、外部デバイスから発話の話さ
れた方向の表示を受信するように構成された通信ユニットをさらに含む。
【実施例１８】
【０１０１】
　実施例10から17のいずれか1つに記載の電子デバイスでは、発話方向決定ユニットは、
第1および第2の特性ならびに外部デバイスからの表示に基づいて、発話のターゲットが電
子デバイスか、それとも外部デバイスかを決定するように構成され、電子デバイスは、発
話のターゲットが電子デバイスであるとの決定に応答して発話中の音声コマンドを認識す
るように構成された発話認識ユニットをさらに備え、電子デバイスは、認識された音声コ
マンドに関連する機能を実行する。
【実施例１９】
【０１０２】
　本開示のさらに別の態様によれば、入力音を受信するための手段と、入力音中にユーザ
によって話された発話を検出するための手段と、入力音中の発話の検出に応答して、発話
の第1の周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の特性を決定するための手段
と、第1および第2の特性に基づいて、ユーザによって話された発話の発信方向が電子デバ
イスに向けたものであるかどうかを決定するための手段とを含む、電子デバイスが提供さ
れる。
【実施例２０】
【０１０３】
　実施例19に記載の電子デバイスは、発話の発信方向が電子デバイスに向けたものである
との決定に応答して、発話中の音声コマンドを認識するための手段と、認識された音声コ
マンドに関連する機能を実行するための手段とをさらに含む。
【実施例２１】
【０１０４】
　実施例19または20に記載の電子デバイスでは、発話の第1の周波数範囲の第1の特性およ
び第2の周波数の第2の特性を決定するための手段は、第1の周波数範囲の第1のエネルギー
値を第1の特性として決定することと、第2の周波数範囲の第2のエネルギー値を第2の特性
として決定することとを行うように構成される。
【実施例２２】
【０１０５】
　実施例19から21のいずれか1つに記載の電子デバイスでは、ユーザによって話された発
話の発信方向が電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するための手段は、第1
のエネルギー値と第2のエネルギー値の比率を決定することと、比率に基づいて、発話の
発信方向が電子デバイスに向けたものであると決定することとを行うように構成される。
【実施例２３】
【０１０６】
　実施例19から22のいずれか1つに記載の電子デバイスは、外部デバイスから発話の話さ
れた方向の表示を受信するための手段をさらに含む。
【実施例２４】
【０１０７】
　実施例19から23のいずれか1つに記載の電子デバイスでは、ユーザによって話された発
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話の発信方向が電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するための手段は、第1
および第2の特性ならびに外部デバイスからの表示に基づいて、発話のターゲットが電子
デバイスか、それとも外部デバイスかを決定するように構成され、電子デバイスは、発話
のターゲットが電子デバイスであるとの決定に応答して発話中の音声コマンドを認識する
ための手段と、認識された音声コマンドに関連する機能を実行するための手段とをさらに
備える。
【実施例２５】
【０１０８】
　本開示のさらに別の態様によれば、音センサによって入力音を受信する動作と、入力音
中にユーザによって話された発話を検出する動作と、入力音中の発話の検出に応答して、
発話の第1の周波数範囲の第1の特性および第2の周波数範囲の第2の特性を決定する動作と
、第1および第2の特性に基づいて、ユーザによって話された発話の発信方向が電子デバイ
スに向けたものであるかどうかを決定する動作とを、電子デバイスの少なくとも1つのプ
ロセッサに実行させる命令を含む非一時的コンピュータ可読記憶媒体が提供される。
【実施例２６】
【０１０９】
　実施例25に記載の非一時的コンピュータ可読記憶媒体は、発話の発信方向が電子デバイ
スに向けたものであるとの決定に応答して、発話中の音声コマンドを認識する動作と、認
識された音声コマンドに関連する機能を実行する動作とを、電子デバイスの少なくとも1
つのプロセッサに実行させる命令をさらに含む。
【実施例２７】
【０１１０】
　実施例25または26に記載の非一時的コンピュータ可読記憶媒体では、発話の第1の周波
数範囲の第1の特性および第2の周波数の第2の特性を決定することが、第1の周波数範囲の
第1のエネルギー値を第1の特性として決定することと、第2の周波数範囲の第2のエネルギ
ー値を第2の特性として決定することとを含む。
【実施例２８】
【０１１１】
　実施例25から27のいずれか1つに記載の非一時的コンピュータ可読記憶媒体では、発話
の発信方向が電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定することが、第1のエネル
ギー値と第2のエネルギー値の比率を決定することと、比率に基づいて、発話の発信方向
が電子デバイスに向けたものであると決定することとを含む。
【実施例２９】
【０１１２】
　実施例25から28のいずれか1つに記載の非一時的コンピュータ可読記憶媒体は、外部デ
バイスから発話の話された方向の表示を受信する動作を、電子デバイスの少なくとも1つ
のプロセッサに実行させる命令をさらに含む。
【実施例３０】
【０１１３】
　実施例25から29のいずれか1つに記載の非一時的コンピュータ可読記憶媒体は、第1およ
び第2の特性ならびに外部デバイスからの表示に基づいて、発話のターゲットが電子デバ
イスか、それとも外部デバイスかを決定する動作と、発話のターゲットが電子デバイスで
あるとの決定に応答して発話中の音声コマンドを認識する動作と、認識された音声コマン
ドに関連する機能を実行する動作とを、電子デバイスの少なくとも1つのプロセッサに実
行させる命令をさらに含む。
【符号の説明】
【０１１４】
　　100　部屋
　　110　ユーザ
　　120　電子デバイス
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　　122　音声アシスタントアプリケーション
　　130　電子デバイス
　　140　電子デバイス
　　150　電子デバイス
　　210　音声コマンド
　　212　発信方向
　　220　音声コマンド
　　222　発信方向
　　230　基準線
　　240　基準線
　　310　音声コマンド
　　312　発信方向
　　410　入力音
　　420　音センサ
　　430　プロセッサ
　　432　発話検出器
　　434　周波数分析ユニット
　　436　発話方向決定ユニット
　　438　発話認識ユニット
　　440　I/Oユニット
　　450　ストレージユニット
　　460　通信ユニット
　　900　部屋
　　910　ネットワーク
　　920　サーバ
　　1100　電子デバイス
　　1112　アンテナ
　　1114　受信機(RCVR)
　　1116　送信機(TMTR)
　　1120　デジタル部
　　1122　モデムプロセッサ
　　1124　縮小命令セットコンピュータ/デジタル信号プロセッサ(RISC/DSP)
　　1126　コントローラ/プロセッサ
　　1128　内部メモリ
　　1132　汎用オーディオ/ビデオエンコーダ
　　1134　汎用オーディオデコーダ
　　1136　グラフィックス/ディスプレイプロセッサ
　　1138　外部バスインターフェース(EBI)
　　1142　オーディオ/ビデオソース
　　1144　マイクロフォン
　　1146　画像センサ
　　1148　スピーカー/ヘッドセット
　　1150　ディスプレイユニット
　　1152　メインメモリ
　　1200　サーバシステム
　　1202　処理ユニット
　　1212　メモリ
　　1214　通信バス
　　1216　オペレーティングシステム
　　1218　ネットワーク通信モジュール
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　　1220　データベース

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【手続補正書】
【提出日】平成29年9月28日(2017.9.28)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユーザによって話された発話に応答して電子デバイスを制御するための方法であって、
　音センサによって受信された入力音に基づいて、第1の周波数範囲および第2の周波数範
囲を有する入力信号を受信するステップと、
　前記入力信号中の前記発話を検出するステップと、
　前記発話を検出することに応答して、前記第1の周波数範囲に関連する前記入力信号の
第1の特性および前記第2の周波数範囲に関連する前記入力信号の第2の特性を決定するス
テップと、
　前記入力信号の前記第1の特性および前記入力信号の前記第2の特性に基づいて、前記発
話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するステップと
を含む、方法。
【請求項２】
　前記第1の周波数範囲が前記第2の周波数範囲よりも高く、前記第1の周波数範囲および
前記第2の周波数範囲が各々少なくとも1つの周波数を含む、請求項1に記載の方法。
【請求項３】
　前記入力信号の高周波数範囲に関連するスペクトル平坦度値を決定するために、前記入
力信号を使用して計算を実行するステップであって、前記計算が、前記入力信号の前記第
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1の特性および前記入力信号の前記第2の特性に基づくものであり、前記発話の前記発信方
向が前記電子デバイスに向けたものである確率を示す、計算を実行するステップ
をさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項４】
　前記スペクトル平坦度値が、前記入力信号の信号強度とは無関係である、請求項3に記
載の方法。
【請求項５】
　前記入力信号の第1の特性および前記入力信号の第2の特性を決定するステップが、
　前記第1の周波数範囲に関連する第1のエネルギー値を前記入力信号の前記第1の特性と
して決定するステップと、
　前記第2の周波数範囲に関連する第2のエネルギー値を前記入力信号の前記第2の特性と
して決定するステップと
を含む、請求項1に記載の方法。
【請求項６】
　前記発話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するステッ
プが、
　前記入力信号の前記第1の特性と前記入力信号の前記第2の特性の比率を決定するステッ
プと、
　前記比率に基づいて、前記発話の前記発信方向が前記ユーザから前記電子デバイスに向
けたものであると決定するステップと
を含む、請求項1に記載の方法。
【請求項７】
　前記比率が、前記入力信号の信号強度とは無関係である、請求項6に記載の方法。
【請求項８】
　外部デバイスから前記発話の話された方向の表示を受信するステップ
をさらに含む、請求項1に記載の方法。
【請求項９】
　前記入力信号の前記第1の特性、前記入力信号の第2の特性、および前記外部デバイスか
らの前記表示に基づいて、前記発話のターゲットが前記電子デバイスであるか、それとも
前記外部デバイスであるかを決定するステップと、
　前記発話の前記ターゲットが前記電子デバイスであるとの決定に応答して、前記入力信
号中の音声コマンドを認識するステップと、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行するステップと
をさらに含む、請求項8に記載の方法。
【請求項１０】
　電子デバイスであって、
　入力音を受信するように構成された音センサと、
　第1の周波数範囲および第2の周波数範囲を有し、前記入力音に基づく入力信号中のユー
ザによって話された発話を検出するように構成された発話検出器と、
　前記発話を検出することに応答して、前記第1の周波数範囲に関連する前記入力信号の
第1の特性および前記第2の周波数範囲に関連する前記入力信号の第2の特性を決定するよ
うに構成された周波数分析器と、
　前記入力信号の前記第1の特性および前記入力信号の前記第2の特性に基づいて、前記発
話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するように構成され
た発話方向決定器と
を備える、電子デバイス。
【請求項１１】
　前記第1の周波数範囲が前記第2の周波数範囲よりも高く、
　前記第1の周波数範囲および前記第2の周波数範囲の各々が、少なくとも1つの周波数を
含み、
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　前記音センサ、前記発話検出器、前記周波数分析器、および前記発話方向決定器が、モ
バイルデバイスに組み込まれる、
請求項10に記載の電子デバイス。
【請求項１２】
　前記発話方向決定器が、
　前記入力信号の高周波数範囲に関連するスペクトル平坦度値を決定するために、前記入
力信号を使用して計算を実行するように構成され、前記計算が、前記入力信号の前記第1
の特性および前記入力信号の前記第2の特性に基づくものであり、前記発話の前記発信方
向が前記電子デバイスに向けたものである確率を示す、請求項10に記載の電子デバイス。
【請求項１３】
　前記スペクトル平坦度値が、前記入力信号の信号強度とは無関係である、請求項12に記
載の電子デバイス。
【請求項１４】
　前記周波数分析器が、
　前記第1の周波数範囲に関連する第1のエネルギー値を前記入力信号の前記第1の特性と
して決定することと、
　前記第2の周波数範囲に関連する第2のエネルギー値を前記入力信号の前記第2の特性と
して決定することと
を行うように構成される、請求項10に記載の電子デバイス。
【請求項１５】
　前記発話方向決定器が、
　前記入力信号の前記第1の特性と前記入力信号の前記第2の特性の比率を決定することと
、
　前記比率に基づいて、前記発話の前記発信方向が前記ユーザから前記電子デバイスに向
けたものであると決定することと
を行うように構成される、請求項10に記載の電子デバイス。
【請求項１６】
　前記比率が、前記入力信号の信号強度とは無関係である、請求項15に記載の電子デバイ
ス。
【請求項１７】
　外部デバイスから前記発話の話された方向の表示を受信するように構成された通信回路
をさらに備える、請求項10に記載の電子デバイス。
【請求項１８】
　前記発話方向決定器が、前記入力信号の前記第1の特性、前記入力信号の前記第2の特性
、および前記外部デバイスからの前記表示に基づいて、前記発話のターゲットが前記電子
デバイスであるか、それとも前記外部デバイスであるかを決定するように構成され、
　前記発話の前記ターゲットが前記電子デバイスであるとの決定に応答して、前記入力信
号中の音声コマンドを認識するように構成された発話認識ユニットと、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を開始するように構成された回路と
をさらに備える、請求項17に記載の電子デバイス。
【請求項１９】
　電子デバイスであって、
　入力音に基づいて、第1の周波数範囲および第2の周波数範囲を有する入力信号を受信す
るための手段と、
　前記入力信号中にユーザによって話された発話を検出するための手段と、
　前記発話を検出することに応答して、前記第1の周波数範囲に関連する前記入力信号の
第1の特性および前記第2の周波数範囲に関連する前記入力信号の第2の特性を決定するた
めの手段と、
　前記入力信号の前記第1の特性および前記入力信号の前記第2の特性に基づいて、前記発
話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するための手段と
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を備える、電子デバイス。
【請求項２０】
　前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるとの決定に応答して、
前記入力信号中の音声コマンドを認識するための手段と、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行するための手段と
をさらに備える、請求項19に記載の電子デバイス。
【請求項２１】
　前記入力信号の第1の特性および前記入力信号の第2の特性を決定するための前記手段が
、
　前記第1の周波数範囲に関連する第1のエネルギー値を前記入力信号の前記第1の特性と
して決定することと、
　前記第2の周波数範囲に関連する第2のエネルギー値を前記入力信号の前記第2の特性と
して決定することと
を行うように構成される、請求項19に記載の電子デバイス。
【請求項２２】
　前記発話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するための
前記手段が、
　前記入力信号の前記第1の特性と前記入力信号の前記第2の特性の比率を決定することと
、
　前記比率に基づいて、前記発話の前記発信方向が前記ユーザから前記電子デバイスに向
けたものであると決定することと
を行うように構成される、請求項21に記載の電子デバイス。
【請求項２３】
　外部デバイスから前記発話の話された方向の表示を受信するための手段
をさらに備える、請求項19に記載の電子デバイス。
【請求項２４】
　前記発話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定するための
前記手段が、前記入力信号の前記第1の特性、前記入力信号の第2の特性、および前記外部
デバイスからの前記表示に基づいて、前記発話のターゲットが前記電子デバイスであるか
、それとも前記外部デバイスであるかを決定するように構成され、
　前記電子デバイスが、
　前記発話の前記ターゲットが前記電子デバイスであるとの決定に応答して、前記入力信
号中の音声コマンドを認識するための手段と、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行するための手段と
をさらに備える、請求項23に記載の電子デバイス。
【請求項２５】
　電子デバイスの少なくとも1つのプロセッサに、
　音センサによって受信された入力音に基づいて、第1の周波数範囲および第2の周波数範
囲を有する入力信号を受信する動作と、
　前記入力信号中にユーザによって話された発話を検出する動作と、
　前記発話を検出することに応答して、前記第1の周波数範囲に関連する前記入力信号の
第1の特性および前記第2の周波数範囲に関連する前記入力信号の第2の特性を決定する動
作と、
　前記入力信号の前記第1の特性および前記入力信号の前記第2の特性に基づいて、前記発
話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定する動作と
を実行させる命令を含む、コンピュータ可読記憶媒体。
【請求項２６】
　前記少なくとも1つのプロセッサに、
　前記発話の前記発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるとの決定に応答して、
前記入力信号中の音声コマンドを認識する動作と、
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　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行する動作と
を実行させる命令をさらに含む、請求項25に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項２７】
　前記入力信号の第1の特性および前記入力信号の第2の特性を決定することが、
　前記第1の周波数範囲に関連する第1のエネルギー値を前記入力信号の前記第1の特性と
して決定することと、
　前記第2の周波数範囲に関連する第2のエネルギー値を前記入力信号の前記第2の特性と
して決定することと
を含む、請求項25に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項２８】
　前記発話の発信方向が前記電子デバイスに向けたものであるかどうかを決定することが
、
　前記入力信号の前記第1の特性と前記入力信号の前記第2の特性の比率を決定することと
、
　前記比率に基づいて、前記発話の前記発信方向が前記ユーザから前記電子デバイスに向
けたものであると決定することと
を含む、請求項25に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項２９】
　前記少なくとも1つのプロセッサに、外部デバイスから前記発話の話された方向の表示
を受信させる命令をさらに含む、請求項25に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
【請求項３０】
　前記少なくとも1つのプロセッサに、
　前記入力信号の前記第1の特性、前記入力信号の前記第2の特性、および前記外部デバイ
スからの前記表示に基づいて、前記発話のターゲットが前記電子デバイスであるか、それ
とも前記外部デバイスであるかを決定する動作と、
　前記発話の前記ターゲットが前記電子デバイスであるとの決定に応答して、前記入力信
号中の音声コマンドを認識する動作と、
　前記認識された音声コマンドに関連する機能を実行する動作と
を実行させる命令をさらに含む、請求項29に記載のコンピュータ可読記憶媒体。
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